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１．地域住民の自発性を支援した県事業が起点  

 加茂谷地域は、徳島県の南東部に流れる一級河川那賀川の中流域に点在する 10 カ町（集落）で構成さ

れている。昭和 33 年阿南市に合併する前は、那賀郡加茂谷村だった。 
 日本の中山間村地域が共通して抱える問題、①高齢化、②人口減少、③農業の衰退、に対処すべく、

各地域の代表者が集まり、地域の将来像について検討。平成 24 年 12 月に「加茂谷元気なまちづくり会」

を設立。過疎化が進行する地域の活性化に向けて住民が自発的に考え始めていた折り、平成 25 年度の「徳

島県都市農村共生・対流事業」を導入し、「寄りあいワークショップ」（拙著『地域再生入門 寄りあい

ワークショップの力』2015 年、ちくま新書）によって活性化実行計画を立案。そこから本格的な取り組

みが始まった。 
 地域住民主体の取り組みは、①平成 28 年度「徳島県優良農村集団知事賞」受賞、②平成 29 年度「豊

かなむらづくり表彰農林水産大臣賞」受賞、③平成 30 年度「第 5 回ディスカバー農山漁村の宝」選定。

このことがまた地域住民を励ますことにつながっている。 
 
２．実行計画の 9割を実現  

 寄りあいワークショップによって加茂谷地域の住民が立案したのが、図１の「アイデアの実行計画」（左

側）である。そして、会が発足して 5 年後の平成 29 年度の時点では、図１の➡の右側に示すように計画

の 9 割が実行に移され、成果を上げている。 
 ①高齢化、②人口減少に対して、I ターン人材の受け入れに力を入れており、平成 30 年度末時点で、

13 家族 45 人（うち子ども 22 人）が移住している。③農業の衰退に対しては、地元スーパーの支援もい

ただき、大根 1 本からでも値段と販売店を指定して出荷できる店舗内産直販売システムを構築した。ま

た、スマホ上で売れ筋情報・自分の売り上げ情報を見られるシステムを地元高等専門学校の協力のもと

作り上げスーパーに提案し、採用された。こうして、高齢者でもできる農業、I ターン者も取り組み易い

農業づくりに取り組んでいる。 
 
３．次世代の地域継承に向け第 2弾の取り組みへ  

 令和元年には、加茂谷元気なまちづくり会の更なる活動目標を設定するべく、同会の要望に基づき第 2
弾の寄りあいワークショップを行った。（写真 1、2）地域全体への呼びかけと、子育て中の女性陣が参加

しやすいよう、開催も土曜の午後とし、この種の取り組みでは画期的な預かり保育も行った。 
 図 2 は、次世代の地域継承に向けての地域活性化実行計画である。 
 
４．地域再生に向けた学び  

 加茂谷地域の取り組みからは、次のような学びを得た。 
 ①地域住民主体の計画づくりに向けたワークショップの設営・提供、実行支援の行政の役割の重要性 
 ②「寄りあいワークショップ」のような課題解決と合意形成がセットの方式の役割の重要性 
 ③地域でのワークショップの設営と計画実行の推進のリーダーの存在の重要性 
 すなわち、「加茂谷元気なまちづくり会」会長や事務局長のようなリーダーの存在と合意形成された手

づくりの実行計画、行政の支援の三位一体が地域再生の骨子となる。 



図 1：第 1 弾 WS のアイデアの実行計画（平成 25 年度）と 5 年後の実施状況 

 
 
図 2：第 2 弾 WS のアイデアの実行計画（令和元年度） 

 
 

写真 1（左）：第 3 回 WS イラストアイデア地図の作成と実行の優先度評価 
写真 2（右）：第 2 弾の計画の実現に向けて頑張るぞ！ 

  
 


